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別紙様式２ 

事業実施計画書 
 

１ 事業の名称 

  ○○から○○に代替した○○○の試作開発 

 

２ 申請者の概要 

申請者の名称 Ａ工業株式会社 

代表者の役職・氏名 代表取締役 岐阜 県太 

所在地 
〒〇〇〇－〇〇〇〇 

岐阜県〇〇〇〇〇〇〇〇 

資本金・出資金 〇〇〇〇千円 

従業員数 〇〇人 

業種及び 

主たる事業 

生産用機械器具製造業（金属工作機械用・金属加工機械用部分品・附属品（機

械工具、金型を除く）） 

HPアドレス http://a-industry.co.jp/ 

 

【担当者の連絡先】 

役職・氏名 営業担当 岐阜 県一郎 

電話番号 〇〇〇－〇〇〇〇－〇〇〇〇 ＦＡＸ番号 〇〇〇－〇〇〇〇－〇〇〇〇 

e-mailアドレス gifu-kenichiro@a-industry.co.jp 

 

 

３ 事業の概要 

事業の概要 

（３００字以内） 

本事業は、弊社が製造している産業用○○の材料を○○○○から○○○○

○○に変更し、既存の製品と同等以上の性能を有するか試作開発するもので

ある。 

従来、産業用○○○○○○では、○○○○○○は欠かすことのできない材

料であったが、原油高・物価高騰の影響により入手が困難となったため、○

○○○○○○○を代替材料とし、製造工程の省力化や製造コストの削減につ

なげる。 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

実施場所（住所） Ａ工業株式会社 敷地内 

（〒〇〇〇-〇〇〇〇 岐阜県〇〇市〇番地） 

 

 

４ 確認事項（以下にチェックしてください） 

☑ 

以下のいずれかに原油価格・物価高騰等の影響を受けたものがあります。（一つ以上選択） 

□ 設備等に要する燃料費や電気・ガス料金（契約単価含む） 

☑ 製造にかかる原材料費 

□ その他（                     ） 

☑ 
本事業の実施期間中は、当該事業に関して国や県等から他の補助金又は委託金等の交付を受け

ていないことを誓約します。 

☑ 
本事業が採択された場合は、県ホームページ等に「事業の名称」及び「申請者の名称」を公開

することを承諾します。 

 

「産業中分類」を参考に記載してく

ださい 
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製造している製品の写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

製品の原材料、 

代替材料の写真 

 

 

 

 

 

５ 事業実施内容 

 

（１）対象とする部材・製品又は製造プロセス 

 

本事業では、弊社の製品である○○○○を対象に事業を実

施する。○○○○○○は、○○○用の○○○○であり、○○

○○○や○○○○○といった特性を有する、○○○○○○○

○○○○○○○○○○製品である。 

本製品は業界内において○○○○という位置づけを占め

ているが、本製品の主な材料である○○○○○は、原油高・

物価高騰の影響などを受け、○○○○や○○○○○といった

点で課題がある。 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

（２）代替材料等や製造プロセスの変更点とその効果 

 

（変更点） 

本製品の主要な材料として、現在、○○○○を使用してい

る。材料特性として○○○○○○の性質が必要であるが、こ

の部材を○○○○○○を、○○○から○○○への変更するこ

とにより、従来と比べコストを低減するととともに、従来と

同程度の○○○○○○○○○○○○。 

（効果） 

○○材に変更することで○○○○により、○○○○を抑え

○○が○○となり○○○○が○○や○○○○○○○○○○。 

また、製造工程の○○条件を最適化することにより、製品

の○○が○○○○○○及び○○○○改善される。○○○は製

造コストの削減につながるため○○○○○○や製造工程の省力化に○○○となり○○○

○○○○○○。上記○○○を○○○することで○○製品の付加価値増大につながり○○○

の新たな○○○○に貢献し、○○○の売上増、○○○の収益増を見込んでいる。 

 

（３）試作する部材・製品等の評価・検査方法及び基準 

 

本製品は、○○○○の強度を有することが必須であるため、材料○○の○○特性を○○

○により検査し、○○○が○○○○を満たし○○値の○○○と同等であることを評価する。 

評価手法は、○○○により製造した試作品は○○試験所の○○○○を活用した○○○試

験により○○○の○○○を検査、○○○○○を○○○○の実施・・・・・・。これらの評

価により○○○○が○○○の特性が得られ、○○の強度を○○○しているか確認する。 
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５ 経費明細表 

経費区分 

A B B×2/3以内   

補助事業に要する経費 補助対象経費 補助金 

交付申請額 

積算基礎（A.税込） 

（税込） （税抜） （税抜） （税抜） 
 

消耗品費 1,155,000 円 1,050,000 円 1,050,000 円 700,000 円 (原材料費)〇〇  @3,850円×300個 1,155,000円 

評価検査費 495,000 円 450,000 円 450,000 円 300,000 円 
〇〇検査      @55,000 円×1 式   55,000 円 

△△試験     @440,000円×1 式   440,000円 

合 計 

1,650,000 円 1,500,000 円  1,500,000 円  1,000,000 円  
 

   1,000,000 円 千円未満を切り捨てた額を記入 

（注１）補助事業に要する経費欄、補助対象経費欄及び補助金交付申請額欄に数字を必ず記入すること。また、未使用費目は削除して行を詰め

ること。 

（注２）設置施設の整備工事や基礎工事については、補助対象として認めない。 

（注３）経費区分ごとに、事業に要する経費、補助対象経費、補助金交付申請額、積算基礎(名称、積算明細（＠単価（消費税等込み）×数量

＝金額（消費税等込み））を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。 

（注４）合計のみではなく、経費区分ごとに記載すること。 

（注５）「補助事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するために必要な経費を意味し、ここでは消費税を加算した税込み金額と消費税を抜

いた税抜き金額を併記すること。 

（注６）「補助対象経費（税抜）」とは、「補助事業に要する経費（税込）」のうちで補助対象となる経費について、消費税を差し引いた金額を記

載すること。 

（注７）本事業で使用する汎用性があり目的外使用になり得るもの（例えば、事務用のパソコン・プリンタ・タブレット端末・スマートフォン

及びデジタル複合機など）については「補助事業に要する経費（税込）」となるが、補助対象外であるため、「補助対象経費（税抜）」に

はならない。 

（注８）「補助金交付申請額（税抜）」は、「補助対象経費（税抜）」のうちで補助金の交付を希望する額で、その限度は、「補助対象経費」に補

助率（２／３）を乗じた額（１円未満は切捨て）をいう。 

（注９）経費については、千円未満を切り捨てず円単位まで記入すること。ただし、補助金交付申請額の合計（下段）は千円未満を切り捨てた

額を記入すること。 



 

【記入例】 

- 

（別添） 

事業スケジュール表 

 

番

号 
実施項目 実施主体 

    ２０２３年度 

６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 

① 基礎設計、詳細設計 Ａ工業株式会社 

 

         

② 試作 Ａ工業株式会社          

③ 性能検査 Ｃ試験所          

④ 改良試作、評価試験 Ａ工業株式会社 

Ｃ試験所 

         

⑤ まとめ Ａ工業株式会社          

            

※開始時期の早い順に記載すること。 

※必要に応じて行を追加・削除すること。
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